様式１

	１．これまでの教育改革の取組と今後の方針　【７ページ以内】
○　以下の①及び②を記入してください。

	①COC+大学全体の改革方針における本事業の位置付け等（１ページ以内）
○　過去の中教審答申、政府方針、建学の精神等を踏まえた、現在（平成27年3月）までの大学全体の教育改革に関する取組状況、現在抱える問題点及びその定量的な分析、それらを踏まえた今後の改革構想を記入してください。その際、その改革構想に占める申請事業の位置付けを明確にしてください。

	


	②事業を実施するための基礎となる改革等の実施状況（６ページ以内）

○　ⅰ）～ⅶ）の個別の指標（申請要件）について対応状況を記入してください（申請学部等のみの状況ではなく、全学の状況を記入すること）。また、ⅰ）～ⅴ）の【実施状況】では文書のみならず数値を用いて説明してください。

	ⅰ）　学位授与方針等の状況
全学的に定められた入学者受け入れ方針（アドミッション・ポリシー）、教育課程編成・実施の方針（カリキュラム・ポリシー）、学位授与の方針（ディプロマ・ポリシー）が各学部（短大、高専にあっては学科）で定める各方針に反映されていること。また、その内容がホームページ等で公表されているとともに、各学部（学科）のカリキュラム編成等に反映されていること。※ディプロマポリシーに関する部分のみ高専を除く
【指標への対応状況】（対応済又は未対応に○。未対応の場合は対応時期を記載）
対応済
未対応
（全学での対応完了時期）　　　　　
【実施状況】
　　　　　平成26年度まで
平成27年度以降
ディプロマポリシーについては未設定。カリキュラムポリシー、アドミッションポリシーは●●学部、○○学部で個別に定めているものの全学的な設定はない。
【指標】
・ディプロマポリシー策定状況
０学部/５学部
・　・・・・・・
　平成29年度中に本学の建学の理念である「・・・・」を体現するため、また・・のため、・・・・を踏まえた全学共通の３ポリシーを設定。これを基に各学部のポリシーを再構築する。
【指標】
・ディプロマポリシー策定状況
　H29 5/5学部  H31  5/5学部
・　・・・・・・・
ⅱ）　授業計画（シラバス）の策定
　　全授業科目において授業計画（シラバス）が作成され、かつその内容として科目の到達目標、授業形態、事前・事後学修の内容、成績評価の方法・基準が示されていること。
【指標への対応状況】（対応済又は未対応に○。未対応の場合は対応時期を記載）
対応済
未対応
（全学での対応完了時期）　
【実施状況】
平成26年度まで
平成27年度以降
ⅲ）　単位の過剰登録の防止
キャップ制の採用など、全学生を対象として単位の過剰登録を防ぐための取組が行われていること（キャップ制を採用している場合は、その上限が適切に設定されていること）。※短大、高専を除く
※キャップ制を導入している場合は、１年間あるいは１学期間の履修科目登録の上限数を記入してください。
【指標への対応状況】（対応済又は未対応に○。未対応の場合は対応時期を記載）
対応済
未対応
（全学での対応完了時期）　
【実施状況】
平成26年度まで
平成27年度以降
ⅳ）　FDの実施
　　　　学部で教育を行う全専任教員を対象として、教育技術向上や認識共有のためのFDが実施されていること（各年度中に全専任教員の4分の3以上が参加していること）。
【指標への対応状況】（対応済又は未対応に○。未対応の場合は対応時期を記載）
対応済
未対応
（全学での対応完了時期）　
【実施状況】
平成26年度まで
平成27年度以降
ⅴ）　客観的な成績評価基準の運用
GPA制度などの客観的な評価基準を導入し個別の学修指導に活用していること。
※基準の概要・運用方法も記載すること。
※短大、高専を除く
【指標への対応状況】（対応済又は未対応に○。未対応の場合は対応時期を記載）
対応済
未対応
（全学での対応完了時期）　
【実施状況】
平成26年度まで
平成27年度以降
ⅵ）　入試日程等の遵守
文部科学省が通知する「大学入学者選抜実施要項」に規定する試験期日等や募集人員の適切な設定（推薦入試の募集人員の割合、2以上の入試方法により入学者選抜を実施する場合における入試方法の区分ごとの募集人員等の明記　等）を遵守していること。※高専を除く
【指標への対応状況】（対応済又は未対応に○。未対応の場合は対応時期を記載）
対応済
未対応
（全学での対応完了時期）　
【実施状況】
平成26年度まで
平成27年度以降
ⅶ）　設置計画履行状況等調査への対応状況
設置計画履行状況等調査の対象となっている大学において、「是正意見」が付されている場合は、当該意見が付されていない状況となっていること。
【指標への対応状況】（対応済又は未対応に○。未対応の場合は対応時期を記載）
対応済
未対応
（全学での対応完了時期）　
【実施状況】
平成26年度まで
平成27年度以降



	２．事業の目的及び概要【７ページ以内】

	①事業の目的・概要等（５ページ以内）
　○　事業の目的及び概要、事業を通じて達成する数値目標について記入してください。

　○　数値目標については、目標値の妥当性や設定した根拠を説明してください。

	【事業の目的及び概要】



	【地（知）の拠点大学による地方創生推進事業における共通成果に対する事業目標】

平成26年度

平成27年度
平成28年度
平成29年度
平成30年度
平成31年度
COC+参加大学地元就職率
事業協働地域就職率
%

%

%

%

%

%

うち申請大学

%

%

%

%

%

%

事業協働機関へのインターンシップ参加者数

人

人

人

人

人

人

うち申請大学

人

人

人

人

人

人

事業協働機関からの寄付講座数

講座

講座

講座

講座

講座

講座

うち申請大学

講座

講座

講座

講座

講座

講座

事業協働地域機関雇用創出数

人

人

人

人

人

人

【事業協働地域に新たに就職する学卒者の具体的な就労先】

【事業協働地域における雇用創出の手段】

【就労先の確保や雇用創出のための事業協働機関の役割】

（COC+参加校の役割）

（地方公共団体の役割）

（企業等の役割）


	②事業の概念図（１ページ以内）
○　本事業で取り組む内容が分かるように作成してください。

	　


	③事業協働地域に参加する大学、地方公共団体、企業等の連携図（１ページ以内）
○　それぞれの役割分担が分かる図を作成してください。

	　


	３．事業協働地域の課題等　【①～③合わせて３ページ以内】

	①事業協働地域に含まれる各地方公共団体の人口動態と財政力の現状

　○　事業の対象となる事業協働地域が人口流出超過となっていることについて、具体的な数値や財政力指数等を踏まえ、の根拠を説明してください。

	

	②事業協働地域の課題

○　今回の事業計画により解決を図ろうとする課題を中心に、事業協働地域の課題をその根拠となるデータを含めて記入してください。

○　課題として記載した内容の根拠となる地方公共団体の文書名及び該当部分の抜粋を記入してください。

	【事業協働地域の課題】

【その根拠となる地方公共団体の文書】

　・「○○県地域再生計画」（抄）（ｐ○ページ）

　　　・・・・という課題が未だ解決されていない。このため、地域における大学等の高等教育機関を活用し、今後10年を見据えた人材育成計画に大学と協働して取組むこととする。

　・「○○市産業振興計画」（抄）（ｐ○ページ）

　　　・・・・・・・・・・・・・・



	③COC+大学の目的・目標を踏まえた事業協働地域の設定の考え方と対象とする理由
○　大学全体の目的・目標における「地方創生」の位置付け、当該大学にとっての「地方創生」の意義・内容を具体的に記入してください。
○　申請大学がCOC+大学となる必要性・重要性をこれまでのCOC+参加校となる他の大学、地方公共団体、企業、NPO等との連携の実績も含めて記入してください。

	【COC+大学の目的・目標を踏まえた地方創生】

【COC+大学となることの必要性・重要性】
【実績・準備状況】




	４．地方創生に必要なCOC+大学の教育カリキュラムの構築・実施について【①～⑤合わせて４ページ以内】

	①事業協働地域が求める人材像
　○　事業協働地域が求める人材像を３．②の事業協働地域の課題を解決するために修得が必要な能力を明確にしつつ、具体的に説明してください。

○　事業協働地域の地方公共団体や企業等からのヒアリング及びデータ等の把握・分析に基づいて、事業協働地域が求める人材が修得すべき能力を具体的に記入してください。

	【事業協働地域が求める人材像・修得すべき能力】



	②教育内容（授業科目等）及び教育方法（２ページ以内）

　○　可能な限り具体的かつ詳細に記入してください。

　○　構築する教育プログラムを履修した学生が事業協働地域に定着していくためにどのような点が実践的かつ効果的な教育内容・方法なのか具体的に記入してください。

　○　授業科目等は教育する年次又は順番が分かるように記載し、構築する教育プログラムが単発の地域に関する授業科目の開設や相互関連の薄い授業科目の羅列ではなく、それぞれの授業科目等が相互関連しており、体系的に構想されていることをカリキュラムマップ等を活用し、説明してください。

　○　構築する教育プログラムを履修した学生が、その履修を通じて修得した能力の向上により、事業協働地域に定着し、活躍することを見通すことのできる教育内容及び教育方法となっている根拠についても記入してください。

　○　構築する教育プログラムをどのように学生に履修させるのか、学生の地元定着率の増加割合との関係が明確になるように記入してください。

	【履修者見込み数の算出】

　　・・・することにより、・・・・・・を確保する。

【指標】
・教育プログラム履修者数

　　　　H28年度入学生の●％（○●人/○○●人）

　　　　　↓
　　　　H31年度入学生の●％（○●人/○○●人）



	③教育プログラム総時間数・単位数

	【教育プログラム総時間数・単位数】


	④担当教員計画（１ページ以内）

　○　本事業において構築する教育プログラムを担当する予定の教員を可能な限り記入してください。

　○　事業協働機関から派遣が予定されている実務家教員については、名前の始めに「○」と記入してください。

	教員名

担当する教育内容

学位・業績

※欄が不足する場合は、適宜追加してください。

	⑤ファカルティ・ディベロップメント

　○　授業を担当する教員全員が、共通理解をもって教育プログラムの構築・実施に取り組むために、事業協働地域のニーズや開発する教育プログラムの内容をどのように共有するのか記入してください。

　○　構築する教育プログラムを実施していくために、どのような教員体制を構築するのか、また、どのようなファカルティ・ディベロップメントを実施するのかを具体的に記入してください。

	


	５．実施体制と情報の公開、成果の普及　【①～⑤合わせて６ページ以内】

○　事業の実施に伴う大学の組織整備と情報公開、成果の普及について、①～④の内容を実績・準備状況を踏まえて、計画内容を具体的に記入してください。

	①COC+大学の学内の実施体制（１ページ以内）

○　事業の取組に対応するため、学長のリーダーシップの下、適切な人材配置や予算配分を行うための体制をどのように整備するのかを記入してください（事務局機能を強化するなど事業の実施をサポートする全学的体制の充実、業務が一部の教職員に偏らないよう、窓口となる担当部署を設定し、教職員間の情報共有、意思疎通や各種問い合わせへの対応、事業運営上の関係者間の調整、監事による事業の実施に係る業務監査など）。
○　事業協働機関のニーズを受け止める体制をどのように整備したのか記入してください。

	【計画内容】

　※実施体制図を記入すること
【実績・準備状況】

　

	②事業協働機関相互の連携体制（COC+推進コーディネーターの役割等）（３ページ以内）

○　事業協働地域が一体となって地方創生に取り組むための「協議の場」の名称を記入してください。

○　「協議の場」及び教育プログラム構築に関わる実務レベルのメンバーで構成する「教育プログラム開発委員会」をどのような構成員で設置するのか記入してください。
○　「協議の場」と「教育プログラム開発委員会」それぞれがどのような役割を担うのかを具体的に記載してください。特に「協議の場」は事業協働地域における意思決定の場として、学長等の責任者がどのように関わるのか明確に記入してください。
○　「COC+推進コーディネーター」が事業協働地域においてどのような役割を担うのか、その役割を担うことができる経歴・経験・能力のあることを明確にして記入してください。
○　「協議の場」及び「教育プログラム開発委員会」にCOC+推進コーディネーターがどのように関わっていくのか、実施体制図を用いて記入してください。

	【「協議の場」の名称】

【「協議の場」の構成員等】

事業協働機関の名称

構成員の所属・職名

役割等

1

○○大学

学長

本事業の責任者

2

○○大学

3

□□県

4

□□市

5

□□市

6

(株)△△

【「協議の場」の役割】

【教育プログラム開発委員会の構成員等】

事業協働機関の名称

構成員の所属・職名

役割等

1

○○大学

学長

本事業の責任者

2

○○大学

3

□□県

4

□□市

5

□□市

6

(株)△△

【教育プログラム開発委員会の役割】

【これまでの連携実績・準備状況】

【COC+推進コーディネーターの役割】

【「協議の場」及び「教育プログラム開発委員会」へのCOC+推進コーディネーターの関与】

　※実施体制図を記入すること

	③事業協働地域におけるコストシェアの考え方（役割分担）（１ページ以内）

○　事業を実施するために必要な人的・物的・財政的負担の在り方について、事業協働機関それぞれの役割に基づいて説明してください。
○　コストシェアが現実的なものであることが分かるようにこれまでの実績や現段階の準備状況についても記入してください。

	【計画内容】

【実績・準備状況】

　



	④事業の実施、達成・進捗状況の評価体制

○　評価指標の適切性の判断や達成状況など、事業の進捗状況を把握する仕組みについて、補助期間中及び補助期間終了後の体制を具体的に記入してください。特に、外部評価の仕組みについては必ず記入してください。

○　評価結果をその後の事業展開に反映させるようなPDCAサイクルが確立されていることが分かるように記入してください。

	【計画内容】

【実績・準備状況】

　



	⑤事業協働地域内外への情報提供の方法・体制
○　構築する教育プログラムの質を保証する観点や学生の適切な判断・選択に資する観点から、取組の実施状況等、必要な情報を積極的に発信する計画となっているか分かるように記入してください。

○　取組を通じて得られた成果について、ホームページ等による公表の他、報告会、発表会等の報告の場を設けて、地域を志向する大学や学生、地方公共団体及び産業界等への普及を図るものとなっているか分かるように記入してください。

○　全国のCOC+大学のネットワーク構築にも取り組むことを予定している場合は、その計画内容についても記入してください。

	【計画内容】

【実績・準備状況】




	６．事業の実施計画【①～④で７ページ以内】
○　事業全体の「年度別実施計画」、「補助期間終了後の継続性」及び「補助期間終了後の資金計画」について、具体的に分かりやすく記入してください。

	①５年間の事業実施計画の概要

○　５年間の実施計画の概要を計画の進捗状況の概略が分かる図を用いて記入してください。

	【平成27年度（申請時の準備状況も記載）】



	②年度別実施計画（５ページ以内）

	【平成27年度（申請時の準備状況も記載）】

（COC+大学）

（COC+参加大学）

（事業協働地域全体計画）



	【平成28年度】

（COC+大学）

（COC+参加大学）

（事業協働地域全体計画）



	【平成29年度】

（COC+大学）

（COC+参加大学）

（事業協働地域全体計画）



	【平成30年度】
（COC+大学）

（COC+参加大学）

（事業協働地域全体計画）



	【平成31年度】

（COC+大学）

（COC+参加大学）

（事業協働地域全体計画）




	③補助期間終了後の継続性

○　補助期間終了後の事業の継続計画について、事業協働機関との連携体制や事業協働地域の維持、COC+推進コーディネーターの育成等について記入してください。特に教職員の育成、教職員評価に関する計画については必ず記入してください。

	

	④補助期間終了後の資金計画

　○　事業を実施する際に雇用したCOC+推進コーディネーター等の人件費を中心に、事業を継続するために必要となる資金の確保方策について、拠出の根拠を含めて記入してください。
　○　教職員を雇用することを計画している場合は、各人の職務内容を記入してください。

	


	７．他の公的資金との重複状況 【①～②で１ページ以内。なお、COC+参加校に該当があり記載欄が足りない場合は、各大学①～②で１ページ以内であれば添付可とする】

○　当該申請大学等において、今回申請している内容以外に、文部科学省が行っている大学改革推進等補助金、研究拠点形成費等補助金、国際化拠点整備事業費補助金等、又は独立行政法人日本学術振興会が行っている国際交流事業の補助金等による経費措置を受けている取組がある場合、また、現在申請を予定している取組がある場合は、それらの事業名称及び取組内容について、１事業につき３～４行程度を目安に記入してください。その中で、今回の申請内容と類似しているものがある場合には、その相違点についても言及してください。

	①過去の大学改革推進等補助金の実施状況、継続状況

○　今まで大学改革推進等補助金による経費措置を受けていた場合は、それらの名称、内容について全て記載してください。その際、現在の取組状況についても記入してください（１事業について３～４行程度）。なお、今回の申請に繋がる取組の場合は、どのように発展・充実させたかわかるように記入してください。

	

	②他の公的資金との関係

○　文部科学省及び他省庁の事業により類似の支援を受けている、又はこれから受ける可能性がある場合は、事業名・概要・本申請との関係を記入してください。

	


（大学名：　　　　　　　　　　　）
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